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表紙

「会社の体制および方針　内部統制システムの運用状況の概要」「連
結株主資本等変動計算書」「連結注記表」「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」につきましては、法令および当社定款の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載
しておりません。

第79回定時株主総会の招集に
際しての電子提供措置事項

会 社 の 体 制 お よ び 方 針

内部統制システムの運用状況の概要

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

ＯＵＧホールディングス株式会社
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会社の体制および方針

会社の体制および方針
内部統制システムの運用状況の概要
①　コンプライアンスに関する取組み
ⅰ．取締役会を17回開催し、取締役の職務執行を監督するとともに、監査役は経営監査室と連
携し取締役の経営上の重要事項の意思決定の過程および職務執行の状況を監査しました。
ⅱ．コンプライアンス委員会を２回開催し、グループにおけるコンプライアンスの取組状況およ
びコンプライアンス研修他諸施策について報告するとともに今後の対応等について審議しまし
た。
ⅲ．「内部通報規程」に基づき内部通報窓口を設置し、グループ役職員に周知するとともに、通
報者の保護に配慮しつつ、所要の対応を行っています。
ⅳ．「文書管理規程」に基づき取締役会議事録はじめ業務に関する文書を作成するとともに、取
締役、監査役は必要に応じ閲覧しています。
ⅴ．グループ会社役職員に対し実施する「コンプライアンスに関する意識調査」について調査頻
度を上げ、コンプライアンス意識の醸成状況等を把握し、一層のコンプライアンス意識の向上
に向け取り組んでいます。

②　リスク管理に関する取組み
ⅰ．「リスク管理規程」および「関係会社管理規程」に基づきグループ全体の体系的な管理を行
っています。
ⅱ．コンプライアンス委員会においてグループ会社におけるリスク管理に関する取組み（リスク
の特定と予防措置を検証）について報告するとともに今後の対応等について審議しました。
　なお、取組状況については経営監査室が監査しています。

③　取締役の効率的な職務執行の取組み
ⅰ．「取締役会規程」「職務分掌規程」等に基づき、取締役は担当職務を執行しています。各取
締役は、子会社を含む各事業の業務執行の状況について、四半期毎に取締役会への報告を実施
しています。
ⅱ．取締役は、中期経営計画の実施にあたり、事業会社をまたぐ取組みや従来にない新しい取組
みなど、経営レベルの認識のもとで進めるべき案件が発生した場合、ないし発生の可能性があ
る場合には、その概要を、取締役会に機動的に報告しながら進めることとしています。
　　また、グループの品質保証に関する取組みやサステナビリティに関する取組みといった、改
めてグループ一体として取組みを進める事項については、取締役はグループの実務者等で構成
される委員会において議論を積み上げた上で業務を実施するとともに、その実施状況を定期的
に取締役会に報告しています。
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会社の体制および方針

④　子会社管理に関する取組み
ⅰ．グループ社長会を11回開催し、重要事項の報告、情報共有、意見交換を行いました。
ⅱ．直接子会社８社について、役員を派遣し、経営、事業活動の監督・監査等を行っています。
ⅲ．各子会社において、責任者の設置など所要のコンプライアンス体制を整備するとともに、
「ＯＵＧグループ行動規範」の徹底、コンプライアンス研修の実施などに取り組みました。取
組状況については報告を受け、コンプライアンス委員会において審議を行いました。
ⅳ．経営監査室は年度計画に従い子会社を監査するとともに、内部統制上の所要の指導を行って
います。また、諸リスク顕在化時には、「リスク管理規程」に基づき再発防止策を含む所要の
報告を受けています。
ⅴ．「関係会社管理規程」に定める事前協議事項、報告事項について、各子会社から申請・報告
を受けています。
ⅵ．「予算管理規程」に基づき、各子会社に対し予算統制を図るとともに、各子会社から定期的
に業績や見通しの報告を受けています。

⑤　監査役監査に関する取組み
ⅰ．監査役会を18回開催するとともに、監査役は取締役会（17回）、コンプライアンス委員会
（２回）など重要な会議にすべて出席し、社内稟議書など重要な文書を閲覧しました。また、
代表取締役との意見交換会を定期的に行っています。
ⅱ．グループ会社の役職員は、求めに応じあるいはリスク顕在化時に、監査役に所要の報告を行
っています。
ⅲ．監査役会は、経営監査室と合同会議（年11回）を実施し、グループの内部監査の計画と結
果、コンプライアンスの取組状況、内部通報の状況に関する報告を経営監査室から定期的に受
けることにより、内部監査部門との情報共有と連携を図っています。
ⅳ．監査役は、会計監査人から法令に基づく事業年度の監査結果についての定期報告（４回）を
受けたほか、適宜、会計監査人から監査状況の聴取や意見交換を行っています。

『反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその状況』
　当社は、「ＯＵＧグループ行動規範」において、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢
力とは一切の関係を遮断し、また、不当な要求は一切排除する旨を定め、グループ役職員にその
遵守を求めております。
　今後とも、警察関連機関と連携し、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨みます。
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連結株主資本等変動計算書

( 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2 0 2 4 年 ４ 月 １ 日 残 高 6,495 6,090 16,252 △443 28,395
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰  余  金  の  配  当 △403 △403
親会社株主に帰属する当期純利益 4,527 4,527
土地再評価差額金の取崩 8 8
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 4 40 44
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 4 4,132 39 4,175
2 0 2 5 年 ３ 月 3 1 日 残 高 6,495 6,094 20,384 △404 32,570

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2 0 2 4 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,506 37 △459 514 2,599 30,994
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰  余  金  の  配  当 △403
親会社株主に帰属する当期純利益 4,527
土地再評価差額金の取崩 8
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 44
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 147 △55 △15 309 385 385

連結会計年度中の変動額合計 147 △55 △15 309 385 4,561
2 0 2 5 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,654 △17 △475 823 2,984 35,555

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

⑴　連結子会社の数及び
主要な連結子会社の
名称

連結子会社の数　　　15社
主要な連結子会社の名称

㈱うおいち

⑴　持分法を適用した関
連会社の数及び主要
な会社の名称

該当事項はありません。

⑵　持分法を適用しない
非連結子会社及び関
連会社の名称等

主要な会社の名称
（非連結子会社）

DAIEI TAIGEN (THAILAND) CO.,LTD.

連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

㈱ショクリュー
なお、㈱ツナクラフトワークスの株式を、当連結会計年度において
新たに取得したため、連結の範囲に含めております。
また、前連結会計年度において連結子会社でありました関空トレー
ディング㈱及び㈱モトイは清算したため、連結の範囲から除いてお
ります。

⑵　非連結子会社の名称等 非連結子会社の名称
DAIEI TAIGEN (THAILAND) CO.,LTD.

（連結の範囲から除いた理由）
DAIEI TAIGEN (THAILAND) CO.,LTD.は、小規模会社であり、
合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な
影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

（関連会社）
大阪府中央卸売市場水産物精算㈱

（持分法を適用しない理由）
DAIEI TAIGEN (THAILAND) CO.,LTD.及び関連会社３社は、当
期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影
響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法
の適用範囲から除いております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（ 4 ）



2025/05/24 17:13:11 / 25245290_ＯＵＧホールディングス株式会社_招集通知

連結注記表

①有形固定資産
（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

②無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づいております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券 その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

②デリバティブ 時価法を採用しております。
③棚卸資産 主として個別法による原価法（連結貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま
す。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

③リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用
しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基
づき計上しております。

③役員退職慰労引当金 子会社は、役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支出に備えるた
め、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

④訴訟損失引当金 訴訟に対する損失に備えるため、損失見込額を計上しております。
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連結注記表

②ヘッジ手段とヘッ
ジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

④ヘッジ有効性評価
の方法

為替予約においては、取引すべてが将来の購入予定に基づくもので
あり、実行の可能性が極めて高いため、有効性の評価は省略してお
ります。

①退職給付に係る負
債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会
計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控
除した額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末
までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によってお
ります。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）にわたり均等償却しております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年～11年）による定率法により翌連結
会計年度から費用処理することとしております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効
果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職
給付に係る調整累計額に計上しております。

②グループ通算制度の
適用

当社及び連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「収益
認識に関する注記」に記載のとおりであります。

⑸　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。振当処理の要件を満たす為替予

約については、振当処理を行っております。

③ヘッジ方針 外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レート変動リスクを回避する
ため、原則として、個別取引ごとにヘッジ目的で為替予約取引を行
っております。

⑺　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
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連結注記表

商品及び製品 31,233百万円

流動資産の「その他」（注） 15百万円
投資有価証券 2,588百万円

計 2,604百万円

短期借入金 3,235百万円
１年内返済予定の長期借入金 1,178百万円
長期借入金 794百万円

計 5,207百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 14,424百万円

会計上の見積りに関する注記
商品及び製品の評価

⑴　連結計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループが保有する商品及び製品は主に水産物であります。この連結貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価切下げの方法により算定しており、期末における正味売却価額が取得原
価を下回っている場合には、当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額としております。
正味売却価額の見積りには、商品及び製品の将来の販売価額という重要な仮定が含まれてお
り、これらは漁獲高や需給状況による相場変動の影響を受けるため、実際の販売単価が見積り
と異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産

（注）リース投資資産に債権譲渡担保が設定されており、この他565百万円が連結上消去され
ております。

⑵　担保に係る債務
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連結注記表

事業用資産 大阪府茨木市 土地、建物他 175百万円
事業用資産 大阪府門真市 建物、器具及び備品他 35百万円
遊休資産 佐賀県唐津市 土地 5百万円

３．事業用土地の再評価
連結子会社㈱ショクリューは、土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34
号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金
相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土
地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に
定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定
するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って
算出しております。
再評価を行った年月日　　　　　　2002年３月31日

連結損益計算書に関する注記
減損損失

当社グループは、主として部門別管理会計区分を減損損失を把握するグルーピングの単位と
しております。ただし、継続的に収支の把握を行っている支店、営業所等は各拠点をグルー
ピングの単位としております。本社等特定の部門との関連が明確でない資産は共有資産と
し、それ以外の賃貸用資産及び遊休資産については個別の物件ごとにグルーピングしており
ます。そのうち、営業収支のマイナスが継続している拠点や時価が著しく下落している遊休
資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額216百万円を減損損失として
計上しております。
減損損失の内訳は以下のとおりであります。

なお、回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額としております。正味売却
価額は不動産鑑定評価額及び公示価格等に基づき評価しております。
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連結注記表

当連結会計年度期首
株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

発 行 済 株 式
普 通 株 式 5,562,292株 －株 －株 5,562,292株
合 計 5,562,292株 －株 －株 5,562,292株

自 己 株 式
普 通 株 式 179,467株 481株 16,416株 163,532株
合 計 179,467株 481株 16,416株 163,532株

決　　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当た
り配当額 基　準　日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会 普通株式 403,711,875円 75.0円 2024年３月31日2024年６月28日

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当た
り配当額 基　準　日 効力発生日

普通株式 523,679,720円 利益剰余金 97.0円 2025年３月31日2025年６月30日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1．普通株式の自己株式の株式数の増加481株は、従業員持株会向け譲渡制限付株式インセ
ンティブ制度における株式の無償取得による増加114株、単元未満株式の買取りによる
増加367株であります。

2．普通株式の自己株式の株式数の減少16,416株は、従業員持株会向け譲渡制限付株式イ
ンセンティブとしての処分によるものであります。

２．配当に関する事項

（注）１株当たり配当額には、特別配当15円を含んでおります。
３．連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

2025年６月27日開催予定の定時株主総会に、次のとおり付議しております。

（ 9 ）



2025/05/24 17:13:11 / 25245290_ＯＵＧホールディングス株式会社_招集通知

連結注記表

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に養殖事業、食品加工事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な
資金を銀行借入により調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、ま
た、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスク
を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券
は、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。短期借入金は主に営
業取引に係る運転資金の確保を目的とした資金調達であり、長期借入金は主に設備投資を目的
とした資金調達であります。
デリバティブ取引は、外貨建営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とし
た先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ
方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重
要な事項に関する注記「４．会計方針に関する事項⑹　重要なヘッジ会計の方法」をご参照下
さい。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、管理部門が主な取引先の信用調
査、取引先別の期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状態の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。
デリバティブ取引については、相手先の契約不履行によるリスクを軽減するために、信用度の
高い金融機関等とのみ取引を行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、外貨建営業債権債務について、為替予約取引を利用して、為替変動リスクを
ヘッジしております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状況等を把握
しております。
デリバティブ取引の実行・管理については、社内ルールに従い、管理及び財務担当部署が決裁
担当者の承認を得て行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると
ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 時　価 差　額
投資有価証券（*2） 6,947 6,947 －

資産計 6,947 6,947 －
長期借入金 4,917 4,897 △19

負債計 4,917 4,897 △19
デリバティブ取引（*3） △27 △27 －

（単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 161

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。なお、市場価格のない株式等は、含まれておりません（（*2）参照）。

（単位：百万円）

（*1）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入
金」及び「１年内返済予定の長期借入金」については、短期間で決済されるため時価が帳
簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（*2）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表
計上額は以下のとおりであります。

（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ
のレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した
時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
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（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券 6,947 － － 6,947
デリバティブ取引

為替予約 － △27 － △27

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － 4,897 － 4,897

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し
ております。

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて
いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味
した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。

デリバティブ取引
為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レ
ベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

（単位：百万円）

報告セグメント
その他（注） 合計

水産物荷受事業 市場外
水産物卸売事業 養殖事業 食品加工事業 物流事業 計

鮮魚 67,418 24,713 10,427 － － 102,559 1,122 103,681

加工食品 143,841 111,092 － 3,812 － 258,746 2,525 261,272

その他 2,159 186 564 131 1,891 4,932 0 4,932

顧客との契約
から生じる収益 213,419 135,992 10,991 3,943 1,891 366,239 3,647 369,886

その他の収益 － － － － － － 748 748

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

△9,346 △2,495 △4,643 △1,538 △1,276 △19,300 △1,242 △20,543

外部顧客への
売上高 204,073 133,496 6,348 2,405 614 346,938 3,153 350,092

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財及びサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース事業、
水産物仲卸事業及び水産物小売事業を含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、量販店、外食業界等を主な得意先としており、主に水産加工食品等の製造・販
売を行っております。これらの商品の販売については、商品の引渡時点において顧客が当該商品
に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、商品の引渡時点で収益
を認識しております。ただし、商品の国内販売については、出荷時から当該商品の支配が顧客に
移転されるまでの期間が通常の期間であるため、重要性等に関する代替的な取扱いを適用し、出
荷時点で収益を認識しております。また、収益は顧客との契約において約束された対価から返
品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測定しております。
顧客への商品の販売における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、当該対価
から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しており、顧客に支払う対価が存在す
る取引についても当該対価の増額から顧客に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識してお
ります。
なお、買戻し義務を負っている有償支給取引については、有償支給先に残存する支給品を商品及
び製品として認識しております。
取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれており
ません。
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１．１株当たり純資産額 6,585円95銭
２．１株当たり当期純利益 839円57銭

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ･フローとの関係並びに
当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれ
る収益の金額及び時期に関する情報

⑴　契約資産及び契約負債の残高等
当社グループの契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生
していないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）し
た履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、予想される契約期間が１年を超える重要な取引はありません。ま
た、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありませ
ん。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 そ の 他 資 本
剰 余 金 利 益 準 備 金

そ の 他 利 益
剰 余 金
繰 越 利 益
剰 余 金

2 0 2 4 年 ４ 月 １ 日 残 高 6,495 6,144 4 858 4,767
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △403
当 期 純 利 益 1,337
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 4
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 4 － 934
2 0 2 5 年 ３ 月 3 1 日 残 高 6,495 6,144 8 858 5,701

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算
差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

2 0 2 4 年 ４ 月 １ 日 残 高 △443 17,827 2,281 20,108
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △403 △403
当 期 純 利 益 1,337 1,337
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 40 44 44
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) 237 237

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 39 977 237 1,215
2 0 2 5 年 ３ 月 3 1 日 残 高 △404 18,805 2,518 21,324

株主資本等変動計算書
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個別注記表

有価証券の評価基準及び
評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

⑴　有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定
額法を採用しております。

⑵　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。

個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

⑶　リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており
ます。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上
しております。

⑶　債務保証損失引当金 関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を
勘案し、損失負担見込額を計上しております。
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個別注記表

関係会社に対する短期金銭債権 801百万円
関係会社に対する短期金銭債務 88百万円
関係会社に対する長期金銭債務 42百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 2,235百万円

投資有価証券 2,588百万円

短期借入金 3,060百万円
１年内返済予定の長期借入金 1,066百万円
長期借入金 710百万円

計 4,836百万円

４．収益及び費用の計上基準
当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取れ
ると見込まれる金額で収益を認識しております。
主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「収益認識に関する注記」に記載のとお
りであります。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。

会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

３．担保に供している資産及び担保に係る債務
⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務
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個別注記表

関係会社に対する売上高 1,914百万円
関係会社からの仕入高 2百万円
関係会社とのその他の営業取引高 264百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 20百万円

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 179,467株 481株 16,416株 163,532株

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1．普通株式の自己株式の株式数の増加481株は、従業員持株会向け譲渡制限付株式インセ
ンティブ制度における株式の無償取得による増加114株、単元未満株式の買取りによる
増加367株であります。

2．普通株式の自己株式の株式数の減少16,416株は、従業員持株会向け譲渡制限付株式イ
ンセンティブとしての処分によるものであります。
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個別注記表

繰延税金資産
繰越欠損金 341百万円
賞与引当金 4百万円
関係会社貸倒引当金 370百万円
債務保証損失引当金 13百万円
減損損失 59百万円
関係会社株式 1,485百万円
減価償却超過額 7百万円
その他 20百万円

繰延税金資産小計 2,301百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △272百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △697百万円

評価性引当額小計 △970百万円
繰延税金資産合計 1,331百万円
繰延税金負債

投資有価証券 1百万円
その他有価証券評価差額金 1,148百万円

繰延税金負債合計 1,150百万円
繰延税金資産の純額 181百万円

税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこ
とに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることにな
りました。
これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産
及び繰延税金負債については、法定実行税率を30.6％から31.5％に変更して計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は２百万円増
加し、法人税等調整額が35百万円、その他有価証券評価差額金が32百万円、それぞれ減少しておりま
す。

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関
する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理
又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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個別注記表

種 類 会社等の名称 資本金
(百万円)

事 業 の
内 容

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 係 内 容
取引の内容 取 引 金 額

( 百 万 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子会社 ㈱うおいち 2,000 水 産 物
荷 受 事 業

（所有）
直接 100.0 1人 経営管理等

経営管理料
の受入
（注）1

400 未収入金 37

剰余金の配
当の受入
（注）5

558 － －

資金の貸付
（注）3 48,651

関 係 会 社
短期貸付金 6,750

資金の回収
（注）3 50,101

給与弁済金
の支払
（注）4

92 未払金 0

子会社 ㈱ショク
リュー 5,211

市 場 外
水 産 物
卸 売 事 業

（所有）
直接 100.0 3人 経営管理等

経営管理料
の受入
（注）1

260 未収入金 24

システム使
用料の受払
（注）2

249
未収入金 24
未払金 19

資金の貸付
（注）3 8,800 関 係 会 社

短期貸付金 8,800

子会社 ㈱兵殖 50 養 殖 事 業 （所有）
直接 100.0 1人 経営管理等 資金の貸付

（注）3 1,400 関 係 会 社
短期貸付金 1,400

子会社 舞洲流通
センター㈱ 100 物 流 事 業 （所有）

直接 100.0 なし 経営管理等

資金の貸付
（注）3、7 25

関 係 会 社
長期貸付金 450

資金の回収
（注）3、7 25

子会社 ㈱トップ 10 リ ー ス
事 業

（所有）
直接 100.0 なし 経営管理等

リース債務
の返済
（注）6

83 リース債務
（ 流 動 ） 17

リース債務
利息の支払
（注）6

3 リース債務
（ 固 定 ） 27

子会社 ダイワ
サミット㈱ 20 食 品

加 工 事 業
（所有）

直接 100.0 なし 経営管理等

資金の貸付
（注）3、8 22

関 係 会 社
長期貸付金 752

資金の回収
（注）3、8 20

関連当事者との取引に関する注記
子会社
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個別注記表

１．１株当たり純資産額 3,949円80銭
２．１株当たり当期純利益 248円09銭

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 経営管理料については、グループ運営に関する契約に基づき決定しております。
2. システム使用料については、契約条件により決定しております。
3. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受

け入れておりません。
4. 給与弁済金については、契約条件により決定しております。
5. 剰余金の配当については、子会社の株主総会決議により決定しております。
6. リース債務の返済及びリース債務利息の支払については、契約条件により決定しております。
7. 舞洲流通センター㈱への関係会社長期貸付金に対し、450百万円の貸倒引当金を計上しておりま

す。
8. ダイワサミット㈱への関係会社長期貸付金に対し、595百万円の貸倒引当金を計上しておりま

す。また、当事業年度において31百万円の貸倒引当金戻入額を営業外収益に計上しておりま
す。

収益認識に関する注記
持株会社である当社の主な収益は、子会社からの受取配当金及び経営管理料となります。受取配当金について
は、配当金の効力発生日をもって認識しております。経営管理料については、子会社への契約内容に応じた受託
業務を提供することが履行義務であり、業務が行われた時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点
で収益を認識しております。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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